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 プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（令和三年法律第六十号）第七条第

一項の規定に基づき、同項に規定するプラスチック使用製品製造事業者等が講ずべき措置

に関する指針を次のように定める。 

 

令和○年○月○日 内閣府・財務省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交通省

告示第○号 

 

 

プラスチック使用製品設計指針（案） 

 

１．プラスチック使用製品の設計に当たっての基本的な考え方 

 プラスチックは、その有用性から、幅広い製品や容器包装にあまねく利用されており、現

代社会に不可欠な素材である一方、海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃

棄物輸入規制強化等への対応を契機として、国内におけるプラスチックに係る資源循環の促

進等の重要性が高まっている。 

 我が国では、３R＋Renewable を基本原則とし、「循環型社会形成推進基本法」（平成十二年

法律第百十号）、「循環型社会形成推進基本計画」（平成三十年六月十九日閣議決定）」、「プラ

スチック資源循環戦略（令和元年五月三十一日策定）、「バイオプラスチック導入ロードマッ

プ」（令和三年一月策定）、「今後のプラスチック資源循環施策のあり方について」（令和三年

一月二十八日策定）等において、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する基本的な考

え方や方針等を示してきており、事業者、地方公共団体、NGO 及び消費者等の幅広い主体に

おいて、創意工夫に基づくプラスチックに係る資源循環の促進等に関する取組が進められて

きた。 

 このため、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（令和三年法律第六十号。

以下「プラスチック資源循環促進法」という。）に基づくプラスチック使用製品設計指針（以

下「本指針」という。）は、これまで環境配慮の設計に率先的に取り組んできたプラスチッ

ク使用製品製造事業者等の取組を適切に反映したものとし、本指針により、プラスチック使

用製品製造事業者等によるプラスチックに係る資源循環の促進等の円滑な実施を図るため

のプラスチック使用製品の設計に係る取組を更に加速させ、種々の環境問題の同時解決を図

っていくことを期待する。 

 また、プラスチックを使用している製品は多種多様であり、安全性（食品衛生法（昭和二

十二年法律第二百三十三号）や化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（昭和四十八

年法律第百十七号）等の関連法令を遵守することはもとより、安全性の確保された材料を使

用すること等、製品に求められる安全性を担保すること。）や機能性等その他の用途に応じ

て求められる性能が異なることに留意することが必要であり、これらと両立しつつ、プラス

チックに係る資源循環の促進等の円滑な実施を図るため、プラスチック使用製品製造事業者

等が自ら合理的にプラスチックに係る資源循環の促進等の円滑な実施を図るためのプラス

チック使用製品の設計に係る取組についての優先順位等の決定を行うことを基本とする。 
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 加えて、これまで業界団体等における自主的な製品分野ごとの設計の標準化や設計のガイ

ドライン等の策定を通じて、プラスチックに係る資源循環の促進等が進んできたことを踏ま

え、一層のプラスチックに係る資源循環の促進等の円滑な実施を図るため、業界団体等にお

ける製品分野ごとの設計の標準化や設計のガイドライン等の策定を促していくこととする。 

 なお、本指針は、こうした事業者による取組に加えて、国内外における技術革新や社会状

況の変化等を踏まえ、必要に応じて、見直しを行うこととする。 

 

２．プラスチック使用製品製造事業者等が取り組むべき事項及び配慮すべき事項 

 プラスチックに係る資源循環の促進等の円滑な実施を図るためには、プラスチック使用

製品製造事業者等が行うプラスチック使用製品の設計の段階（試作・製造の前段階を含

む。）において、３R＋Renewable の取組が不可欠である。具体的には、プラスチックの使

用量の削減、部品の再使用、再生利用を容易にするためのプラスチック使用製品の設計又

はその部品若しくは原材料の種類の工夫、プラスチック以外の素材への代替、再生プラス

チックやバイオプラスチックの利用等の取組を促進することが重要である。 

 また、プラスチックに係る資源循環の促進等の円滑な実施のため、プラスチック使用製

品製造事業者等は、材料・部品等の供給者及び再商品化事業者、再資源化事業者、プラス

チック使用製品を使用及び排出する事業者、消費者、国、地方公共団体等に対して、プラ

スチック使用製品の構造・部品の取り外し方法、プラスチックの種類その他の情報を提供

することやそれぞれの立場で相互に連携協力を図ることも重要である。 

 そこで、プラスチック使用製品の設計に当たっては、関係主体と密に連携をとりなが

ら、プラスチック使用製品に求められる安全性や機能性等その他の用途に応じて求められ

る性能並びに（１）及び（２）に掲げる事項について、それぞれがトレードオフの関係と

なる場合があることにも留意しながら、製品のライフサイクル全体を通じた環境負荷等の

影響を総合的に評価し、事業者自らが合理的にプラスチックに係る資源循環の促進等の円

滑な実施を図るためのプラスチック使用製品の設計に係る取組についての優先順位等の決

定をした上で取組を実施することとする。その際、（３）から（６）までについて留意する

こととする。 

 また、プラスチック使用製品製造事業者等は、自ら決定したプラスチックに係る資源循

環の促進等の円滑な実施を図るためのプラスチック使用製品の設計に係る取組について、

技術の進展等を踏まえ、見直しを行うことが重要である。 

 なお、本指針における対象は、プラスチックを使用している製品全般であり、本指針に

おける用語はプラスチック資源循環促進法に準ずるものとする。 

 

（１）構造 

① 減量化 

 プラスチック使用製品の減量化を図るため、材料・部品、さらには製品全体とし

て、できるだけ使用する材料を少なくすること等を検討すること。 

② 包装の簡素化 
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 プラスチック使用製品の包装について、製品自体の保護や運搬・輸送時における

効率化等を目的とすることが多い包装に関して、その目的の達成を維持しながら、

過剰な包装を抑制することを検討すること。 

③ 長期使用化・長寿命化 

 プラスチック使用製品が長期間使用されるために、強度、耐摩耗性、耐候性等の

高い材料の使用や耐久性の高い部品の使用等により、製品全体の耐久性を高めるこ

と、製品を繰り返し使用に耐えるものとすること、寿命の短い部品や消耗部品を使

用する場合には、その部品を容易に交換できる構造とすること等を検討すること。 

 また、製品が壊れた場合、容易に修理することができるような設計を検討するこ

と。 

④ 再使用が容易な部品の使用又は部品の再使用 

 プラスチック使用製品が使用された後等の部品の再使用を可能とするため、再使

用が容易な部品を使用すること等を検討すること。 

 また、プラスチック使用製品廃棄物の排出を抑制するため、部品の再使用につい

て検討すること。 

⑤ 単一素材化等 

 プラスチックの再生利用を促進するために、単一素材又は使用する素材の種類等

が少なく設計されたプラスチック使用製品は、複合素材で設計されたプラスチック

使用製品に比べて、より多様な再資源化が行いやすいこと等を踏まえ、設計に当た

っては、製品全体又は部品ごとの単一素材化等の実施について検討すること。 

⑥ 分解・分別の容易化 

 プラスチック使用製品が使用された後等の部品の再使用又は再生利用の促進やプ

ラスチック使用製品廃棄物の処理の容易化を図るため、部品ごとに容易に分解・分

別できるような設計を検討すること。特に、収集・運搬や処理の段階で火災が発生

するおそれがあることから、リチウムイオン蓄電池とその他の部品等とを容易に分

解・分別できることが望ましい。 

 その際、当該部品等を取り外すまでに必要な工程数ができるだけ少なくなるよう

な設計を検討すること。 

 また、部品等の再生利用を容易にするためには、材料の種類ごとの分別が行われ

ることが重要であり、このため、部品等について、使用されている材料の種類の表

示を行うことを検討すること。  

⑦ 収集・運搬の容易化 

 プラスチック使用製品又は部品について、プラスチック使用製品が使用された後

等には、可能な限り収集・運搬を容易にするような重量、大きさ、形状、構造とな

るよう検討すること。 

⑧ 破砕・焼却の容易化 

 プラスチック使用製品が使用された後等には、部品の再使用又は再生利用が可能

な部品を分離できることが望ましいが、これに対応できない部品や再使用又は再生
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利用が難しい部品等については、プラスチック使用製品廃棄物の減量化及び無害化

又はプラスチック使用製品廃棄物からの熱回収等を目的として、破砕や焼却による

処理が行われることを考慮し、破砕や焼却の容易化に配慮することを検討すること。 

 

（２）材料 

① プラスチック以外の素材への代替 

 プラスチックの使用量を削減するため、プラスチック以外の素材への代替について

検討すること。 

② 再生利用が容易な材料の使用 

 プラスチック使用製品が使用された後等の再生利用を促進するため、再生利用が容

易な材料を使用し、かつ、材料の種類を減らすこと等を検討すること。 

 また、再生利用を阻害する添加剤等の使用を避けることについて検討すること。 

③ 再生プラスチックの利用 

 プラスチックの再生利用を促進するため、再生プラスチックの利用について検討す

ること。 

 なお、再生プラスチックの含有率等を表示する場合には、第三者による認証制度等

を活用し、信頼性を担保することが有効である。 

④ バイオプラスチックの利用 

 「バイオプラスチック導入ロードマップ」を踏まえ、化石資源由来のプラスチック

の使用量を削減するため、植物などの再生可能な有機資源を使用しているバイオマス

プラスチックの利用について検討すること、また、やむを得ず自然環境中に流出する

ことの多い製品については、生分解の機能が発揮される条件を考慮した上で、生分解

性プラスチックの利用について検討すること。 

 なお、バイオプラスチックの含有率等を表示する場合には、第三者による認証制度

等を活用し、信頼性を担保することが有効である。 

 

（３）製品のライフサイクル評価 

 プラスチック使用製品の設計にあたっては、製造時における環境影響を評価することは

もとより、輸送・運搬、販売・提供、利用、廃棄、収集・処理等、製品のライフサイクル

全体における環境影響の評価を行うことが重要である。 

 なお、プラスチック使用製品に求められる安全性や機能性等その他の用途に応じて求め

られる性能並びに（１）及び（２）に掲げる事項に関して、それぞれがトレードオフの関

係となる場合があることにも留意しながら、製品のライフサイクル全体を通じた環境負荷

等の影響を総合的に評価することが望ましい。 

 こうした製品のライフサイクル評価については、ISO 14040（JIS Q 14040）及び ISO 

14044（JIS Q 14044）を参考に実施することが望ましい。 

 

（４）情報発信及び体制の整備 
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 プラスチックに係る資源循環の促進等の円滑な実施を図るため、企業等のホームページ、

製品本体、取扱説明書等に、必要とされる範囲で、次のような情報を記載することが望ま

しい。 

①製品の構造 

②部品の取り外し方法 

③製品・部品の材質名 

④部品の交換方法 

⑤製品・部品の修理方法 

⑥製品・部品の破砕・焼却方法 

⑦製品・部品の収集・運搬方法 

⑧処理時における安全性確保及び環境負荷低減のための注意事項等 

 また、こうした情報に関して、プラスチック使用製品を廃棄しようとする者、プラスチ

ック使用製品の修理・部品交換を行おうとする者、使用済プラスチック使用製品を処理し

ようとする者等に対し、プラスチック使用製品の構造・部品の取り外し方法、プラスチッ

クの種類その他の情報を提供することができるような体制整備を図ることや、本指針に則

した設計を実施するため、必要な人員を確保すること、プラスチックに係る資源循環の促

進等の円滑な実施を図るためのプラスチック使用製品の設計に係る取組の状況を把握し、

その情報の開示を積極的に行うことが望ましい。 

 

（５）関係者との連携 

 プラスチックに係る資源循環の促進等の円滑な実施を図るため、プラスチック使用製品

製造事業者等と材料・部品等の供給者及び再商品化事業者、再資源化事業者、プラスチッ

ク使用製品を使用及び排出する事業者、消費者、国、地方公共団体等との間で相互に必要

な協力を行うことが望ましい。 

 

（６）製品分野ごとの設計の標準化並びに設計のガイドライン等の策定及び遵守 

 業界団体等における自主的な製品分野ごとの設計の標準化や設計のガイドライン等の

策定を通じて、プラスチックに係る資源循環の促進等が円滑に実施されてきたことを踏ま

え、一層のプラスチックに係る資源循環の促進等を図るため、業界団体等における製品分

野ごとの設計の標準化や設計のガイドライン等の策定を実施していることが望ましい。 

 また、プラスチック使用製品製造事業者等は、業界団体等における製品分野ごとの設計

の標準化や設計のガイドライン等の策定が実施されている場合は、当該ガイドライン等を

遵守するよう努めること。 

 

３．設計認定を受けるに当たって適合すべき事項 

 プラスチック使用製品製造事業者等が本指針に則した設計を行うよう促すため、主務大臣

による設計認定の制度を創設し、国等による環境物品等の推進等に関する法律（平成 12 年

法律第 100 号）において、設計認定に係るプラスチック使用製品の調達の推進が促進される
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よう十分に配慮すること等としている。 

 本認定制度の趣旨等に鑑み、「２．プラスチック使用製品製造事業者等が取り組むべき事

項及び配慮すべき事項」に即した設計を行っていることを前提に、製品全体に占めるプラス

チックの割合が、原則として、重量比又は体積比で過半を占めるものについて、次に掲げる

基準を設け、特に優れた設計について主務大臣が認定を行うこととする。 

 なお、本指針並びに製品分野ごとに別途定める項目及び基準が改訂された場合等において

は、合理的な範囲内において、所要の経過措置を設けることとする。 

 

（１）総合的な評価及び情報発信 

 製品分野ごとに別途定める項目について、製品のライフサイクル全体を通じた環境負荷

等の影響を総合的に評価しその評価結果を公表しているとともに、自ら決定したプラスチ

ックに係る資源循環の促進等の円滑な実施を図るためのプラスチック使用製品の設計に

係る取組について、その設計に係る取組の考え方等を公表していること。 

 

（２）製品分野ごとの基準 

 同種のプラスチック使用製品の設計と比較して特に優れた設計であるものとして、製品

分野ごとに別途定める基準に適合していること。 




